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タや個人線量計の測定で使われる実用量と呼ばれる量に
関して新しい定義が提唱された 8）．本調査研究では特に
β線に着目し，ICRU Report 95 で定義された新しい実
用量に関して調査を行った．本報告書では 1 章で産業及
び医療の分野におけるβ線の位置付けについてまとめ
る．次に2章でβ線の線量測定に関するトレーサビリティ
体系に関して述べる．3 章では現行実用量の定義とその
課題，ICRU Report 95 の新実用量の定義や導入におけ
る課題を述べる．4 章では今後のβ線標準の研究開発を
概観し，5 章で実用量の定義変更に伴う海外の動向を述
べる．

1.1　放射線の分類
放射線は物質を電離させる作用を持つ電離放射線とそ

れ以外の非電離放射線に大別される．図 1 に放射線の分
類を示す 9）．これらの放射線のうち，β線，X 線，γ線，
及び中性子は産業，医療の分野において広く利用されて
おり人体への影響を考慮する必要があるため，放射線防
護の目的で産総研から線量標準が供給されている．
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Abstract

　The β-particle radiations have been utilized in industrial and medical fields. Radiation workers should be 
protected from excessive exposure because large amounts of radiation can have negative health effects. 
International Commission on Radiation Units and Measurements (ICRU) has defined the operational 
quantities to estimate health effects due to radiation exposure. In 2020, ICRU has recommended 
alternative definitions of the operational quantities on ICRU Report 95 to ensure higher accuracy 
exposure management. In this study, we focused particularly on β-particle radiations and investigated the 
operational quantities defined in ICRU Report 95. An overview of research into the dosimetry standards 
for β-particle radiations that correspond to the operational quantities was also provided.

1．はじめに 

放射線は産業や医療の分野において欠くことのできな
い要素の 1 つである．しかし人体が多量の放射線を浴び
ることにより，様々な健康被害が生じることが知られて
いる．放射線の活用による恩恵を最大限に享受し，同時
に放射線作業従事者の健康を守るという視点から，線量
測定及び被ばくの管理は重要な意味を持つ．産業技術総
合研究所 計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 
放射線標準研究グループでは，人体の外部からの被ばく

（外部被ばく）を管理するために用いられるサーベイメー
タや個人線量計のトレーサビリティ体系における国家標
準として，γ線空気カーマ，X 線空気カーマ，β線組織
吸収線量を供給している 1）-7）．

放射線が人体へ与える影響を評価するための量
は，国際放射線単位測定委員会（ICRU，International 
Commission on Radiation Units and Measurements）に
よって定義されている．2020 年に ICRU Report 95 が公
開され，ICRU が定義している量のうち，サーベイメー



456AIST Bulletin of Metrology  Vol. 11, No. 3 February　2025

二木佐和子

電離や励起などで電子が軌道から外れると，空になっ
た軌道へ上位軌道から電子が遷移する．この際，軌道間
の準位差に相当するエネルギーを X 線（特性 X 線）も
しくは電子（オージェ電子）として放出する．特性 X 線
を利用して放射線を検出する検出器としてシンチレー
ション検出器などが挙げられる．

1.2.2　制動放射
電荷を持った粒子が電磁場によって加速度運動すると

電磁波が放射される．原子核や軌道電子の電場により電
子が減速されて X 線を放出することを制動放射と呼び，
放出された X 線を制動放射線または制動 X 線と呼ぶ．
β線から X 線（制動放射線及び特性 X 線）への変換率
はβ線の平均エネルギーに比例する 12）．

1.3　β 線の利用方法
産業や医療，生命科学など，β線が利用される分野は

多岐に渡る．ここではβ線の主な利用方法について述べ
る．

1.3.1　厚さ計 13）

放射線が物質を通過する際，吸収や散乱によりエネル
ギーが減衰する．特にβ線の散乱に注目した手法とし
て，標的に対して反対側へ戻るように散乱する後方散乱
を測定することで膜などの厚みを測定する方法がある．
非接触での測定が可能，オンライン計測が可能などの利
点があり，たとえば製品の厚さを一定に調整する用途で
用いられている．ゴムや厚みのあるプラスチックなどの
測定には 90Sr などの比較的エネルギーの高いβ線が用い
られ，紙や薄いプラスチックなどには 85Kr，147Pm から
のエネルギーが低いβ線が用いられている．そのほか，
鉄鋼版やガラス，プラスチックといった材質のものには
214Am，137Cs などのγ線源が使用される．

1.3.2　静電気除去装置 14）

電子部品やプラスチックなどの製造工場では，静電気
により静電破壊や品質の低下といった問題が生じる．そ
のため製造過程において静電気を取り除く必要がある．
しかし外部電源を要する装置による静電気除去は装置自
体が発火を引き起こす可能性があり，引火性物質を使用
する工場では用いることができない．そのような場合は
放射性同位体を利用した静電気除去が有効である．放射
線が空気をイオン化することにより，絶縁体表面に生じ
た静電電荷が中和除去される．線源としては 90Sr や 85Kr
が用いられている．β線のほか，210Po，226Ra からのα

1.2　β線の特性 10）

β線は高速の電子の流れである．空気や水と相互作用
しやすく，透過性が弱い放射線に分類される．そのため
β線が人体へ与える影響としては人体表面に近い組織に
限られ，一般に皮膚や眼の水晶体の被ばくが重要である．

β線と物質の相互作用はクーロン力によって引き起こ
される．主な物理現象としては電離や励起を引き起こす
軌道電子との衝突と，散乱による制動放射が挙げられる．
衝突によるエネルギー損失を衝突阻止能 Scol，制動放射
によるエネルギー損失を放射阻止能 Srad と呼ぶ．これら
の阻止能の比はβ線のエネルギー及び相互作用する物質
の原子番号に依存することが知られている．

1.2.1　軌道電子との衝突
β線の電子と軌道電子との衝突は，クーロン力による

相互作用を生じる．このとき入射電子（入射β線）は軌
道電子にエネルギーを与えることで減速する．一方，軌
道電子はエネルギーを獲得し，電離や励起が引き起こさ
れる．

通常，軌道電子は基底状態にあるが，放射線が起動電
子に衝突することでエネルギー準位が上がり励起状態と
なる．励起状態は不安定であるため即座に基底状態に戻
る．たとえば Hg 原子であれば 100 ns 程度，Ne 原子で
あれば 10 ns から 30 ns 程度の励起寿命である 11）．

放射線がより大きなエネルギーを軌道電子に与えた場
合，軌道電子が原子や分子から追い出される．これを放
射線による電離作用と呼ぶ．その結果，原子や分子は電
子と陽イオンに分離する．放射線が直接起動電子を分離
することを一次電離と呼び，一次電離により発生した電
子（二次電子）がさらにほかの軌道電子を原子から分離
することを二次電離と呼ぶ．電離箱や計数管などの測定
器では電離作用を利用して放射線を検出する．

図 1　�放射線の分類．β線は電子であり，荷電粒子線に分類され
る．文献 9）をもとに作成
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3．放射線防護に係る量

放射線防護に係る量は物理量，防護量，及び実用量の
3 種類に分類される（図 3）．

放射線防護に係る物理量は，放射線の粒子数や物質と
の相互作用に係るエネルギーなどを表す量であり，物理
的な手段で計測できる，もしくは計測できる量の組み合
わせで求めることができる量である 18）．図 3 に示すフル
エンス，カーマ，吸収線量が代表的な物理量であり，β
線の線量計測ではこのうち吸収線量が測定される．

防護量は人に対する放射線防護の目的で使用される量
であり 12），国際放射線防護委員会（ICRP，International 
Commission on Radiological Protection）によって定め
られている．防護量は，物理量に放射線健康リスクとの

線なども使用されている．

1.3.3　放射線治療
甲状腺がんや甲状腺機能亢進症といった疾患の治療に

は 131I が用いられる．甲状腺細胞はヨウ素を取り込む性
質を持っており，がん細胞に集積された 131I が発するβ
線によりがん細胞を破壊することができる 15）．

B 細胞性悪性リンパ腫の治療にもβ線が用いられ
る．B 細胞性悪性リンパ腫のがん細胞に特異的に集まる
CD20 モノクローナル抗体に 90Y といった放射性核種を
付与し，がん細胞を破壊する 16）．

1.3.4　DNA 鎖の標識 17）

生命科学の分野では，DNA 鎖を標識するために放射
性同位体を利用することがある．DNA 鎖は糖と塩基，
及びリン酸で構成されている．リン酸に含まれているリ
ンの一部を 32P や 33P といった放射性リンに置き換える
ことで DNA 鎖の動きを追跡することが可能となる．32P
や 33P からのβ線はオートラジオグラフィなどの方法で
検出され，追跡結果が画像として得られる．タンパク質
のリン酸化の解析や DNA の塩基配列の決定のためにこ
のような手法が用いられている．

2．β線のトレーサビリティ体系

計量におけるトレーサビリティとは，文書化された校
正を通して測定結果を参照基準に関連付けることができ
る，個々の校正が不確かさに寄与する切れ目なく連鎖し
た測定結果の性質を意味する．β線線量測定に関するト
レーサビリティの体系は図 2 の通りである．このような
体系により，ユーザが用いる計測器の測定結果が信頼性
のあるものになっている．

一般ユーザが使用する測定器は，放射線が人体へ与
える影響を評価するための実用量（単位シーベルト 
Sv = J kg-1）を測定している．これらの測定器を校正
するため，校正事業者は一般ユーザに対して実用量によ
る標準供給を行っている．一方で二次校正機関である
校正事業者には産総研から組織吸収線量（単位グレイ 
Gy = J kg-1，3.1.3 参照）が供給されている．そのため二
次校正機関は単位の換算を行う必要がある．しかしβ線
の場合，組織吸収線量と一般の測定器により測定される
実用量は 1 Gy = 1 Sv の関係にある（3.3.1 参照）ため，
二次校正機関は複雑な単位換算をせずに実用量を得るこ
とができる．

図 3　放射線防護に係る量．文献 8）より和訳，一部改変して引用．

図 2　�現行のβ線のトレーサビリティ体系．現在，特定二次標準
器としてはβ線用電離箱式吸収線量計が用いられている．
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収したとき，その吸収線量を 1 Gy = 1 J kg-1 と表す．
β線計測では電離現象や発光現象に基づく測定原理に

より吸収線量を得る．

3.2　防護量
前述したように，防護量は物理量に放射線健康リスク

との関連性を持たせた指標であると考えられる．防護量
には臓器吸収線量，等価線量，実効線量の 3 種類が存在
する（図 4）．

臓器吸収線量は各臓器が放射線に与えられる吸収線量
である．男性もしくは女性を模擬したコンピュータ上の
ファントム（図 5）を用い，シミュレーションによって
性別毎に求められる．幅が広く均一な放射線を臓器全体
もしくは人体全身に照射する条件で，吸収される線量の
合計を計算している．単位は Gy が用いられる．
　等価線量とは臓器吸収線量に放射線加重係数 wR（表 1）
を乗じた量であり，単位は Sv が用いられる．放射線加
重係数とは放射線が臓器に与える影響を考慮して決定さ
れた値である．各性別の等価線量は平均され，性平均等
価線量として扱われる． 
　実効線量とは放射線が人体全身に与える影響を表す量
であり，単位は Sv が用いられる．性平均等価線量に各
臓器の放射線感受性を考慮し，全ての臓器で足し合わせ
ることで求められる．各臓器の発がん率などの情報から
導出された組織加重係数 wT（表 2）を用い計算される．

関連性を持たせた指標であると考えられる 19）．ファント
ムと呼ばれる仮想上の人体模型を用いて計算され，実際
に測定することはできない．

実用量は測定不可能な防護量を評価するため，ICRU
により定義された量である．換算係数と呼ばれる量を用
いて物理量から求められる．一般のユーザが用いる測定
器は実用量を測定している．被ばくを安全に管理するた
め，現行の定義による実用量は一般に防護量を過大評価
するように定義されている．

3.1.1　粒子フルエンス
粒子フルエンス Φ とは断面積 da の球に入射する粒子

数 dN を指し，単位 m-2 で表す．

					     （1）

体積 dv の球に対する粒子フルエンス Φ は，球を通過す
る粒子の飛跡 dl を用いて次式で表される．

					     （2）

ICRU Report 95 には粒子フルエンスから実用量を導出
するための換算係数が掲載されている．

単位時間あたりの粒子フルエンスを粒子フルエンス率
もしくは粒子束密度と呼び，単位 m-2 s-1 で表す．

3.1.2　エネルギーフルエンス
粒子のエネルギーのうち，静止エネルギーを除いたも

のを放射エネルギー R と呼ぶ．断面積 da の球に入射す
る放射エネルギーを dR とすると，エネルギーフルエン
ス Ψ は次のように表される．単位は J m-2 である．

					     （3）

単位時間当たりのエネルギーフルエンスをエネルギー
フルエンス率もしくはエネルギー束密度と呼び，単位 
J m-2 s-1 で表す．

3.1.3　吸収線量 
吸収線量 D とは放射線が質量 dm の物質に与えるエネ

ルギー dε であり，次式で表される．

					     （4）

放射線の照射により 1 kg の物質が 1 J のエネルギーを吸
図 4　�物理量から防護量を導出する過程．図のうち臓器吸収線量，

等価線量（性平均等価線量），実効線量が防護量である．
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線は，防護量を計算する際の放射線の条件とは異なり均
一ではない．また測定点は空間もしくは人体表面の特定
点に限られる．そのため臓器全体に均一に放射線が照射
された条件で導出する防護量を測定することは不可能で
ある．そこで防護量を評価するための量として ICRU に
よって実用量が定義された．実用量は ICRU Report に
掲載されている換算係数を用いて物理量から算出され
る．

表 3 に現在用いられている実用量の分類を示す．放射
線防護測定は環境モニタリングと個人モニタリングの
2 種類に大別され，実用量による測定が行われている．
環境モニタリングは空間のある点に対する測定であり，
サーベイメータやモニタリングポストといった測定器を
利用する．個人モニタリングは人体表面のある点に対す
る測定であり，個人線量計を使用する．前述の通り，放
射線防護に係るβ線測定では眼の水晶体もしくは皮膚の
等価線量に注目して被ばく管理を行う．

3.3.1　線量当量の定義
ICRU Report 39 及び 51 では，線量当量 H と呼ばれる

量を用いて実用量を定義している．線量当量 H の単位は
Sv であり，組織中のある点における吸収線量 D と線質
係数 Q の積で表される．

組織加重係数の値は 2007 年に更新されており，乳房の
加重係数が 0.05 から 0.12 に，生殖腺の加重係数が 0.20
から 0.08 に変更された

3.3　現在の実用量 23）,24）

3.2 で防護量の導出方法を述べた．しかし実際の放射

図 5　�臓器吸収線量のシミュレーションに用いられる人体ファン
トム．左が男性ファントムで右が女性ファントムである．
文献 21）より引用．

表 3　現在用いられている実用量の分類．いずれも単位は Sv である．

評価対象
実用量（単位）

環境モニタリング 個人モニタリング
実効線量 周辺線量当量 H*（10） （Sv） 個人線量当量 Hp（10） （Sv）

等価線量（眼の水晶体） 方向性線量当量 H'（3,Ω） （Sv） 個人線量当量 Hp（3） （Sv）
等価線量（皮膚） 方向性線量当量 H'（0.07,Ω） （Sv） 個人線量当量 Hp（0.07） （Sv）

表 2　組織加重係数 wT．数値は文献 22）から引用．

臓器の種類
放射線加重係数

wT ∑wT  
骨髄（赤色）・結腸・肺・胃・乳房 0.12 0.60

生殖腺 0.08 0.08
膀胱・食道・肝臓・甲状腺 0.04 0.16
骨表面・脳・唾液腺・皮膚 0.01 0.04

残りの組織 - 0.12
合計 - 1.00

表 1　放射線加重係数 wR．数値は文献 22）より引用．

放射線の種類 放射線加重係数 wR

光子 1
電子・µ 粒子 1

陽子・荷電π中間子 2
α粒子・重イオン 20

中性子 エネルギーの連続関数
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成する線量当量」と定義されている（図 6）．ここで深
さ d の単位は mm である．ICRU 球とは実用量を定義す
るために導入された仮想的なファントムである．ICRU4
元素組織（質量組成比 O 76.2 %，C 11.1 %，H 10.1 %， 
N 2.6 %）で構成されている．
　方向性線量当量 H'（d,Ω）については同 ICRU Report に
て「入射角 Ω の整列拡張場が，ICRU 球の主軸方向の深
さ d 地点に生成する線量当量」と定義されている（図 6）．
Ω = 0 のとき方向性線量当量は周辺線量当量と等しくな
り，H'（d,0）=H*（d）が成り立つ．d = 3 mm での線量当量
を眼の水晶体の等価線量の評価に用い，d = 0.07 mm で
の線量当量を皮膚の等価線量の評価に用いる．実効線量
の評価には深さ d =10 mm での線量当量を用いる．
　実務上の取り扱いでは換算係数を用いて実用量を導出
している．ICRU 球に入射角 Ω で放射線を照射したとき，
ICRU 球の深さ d の位置における微小体積で吸収線量を
計算し換算係数を求める．β線の実用量は換算係数と組
織吸収線量の積として求めることができる 19）．

3.3.3　個人モニタリングに対する実用量の定義
ICRU Report 39 及び 51 では個人線量当量 Hp（d）につ

いて，「人体表面から深さ d の地点における軟組織中の
線量当量」と定義している（図 7）．人体を模擬するファ
ントムとしては ICRU スラブが用いられる．

周辺線量当量や方向性線量当量と同様，眼の水晶体
と皮膚の等価線量それぞれの評価について Hp（3）及び 
Hp（0.07）を用い，実効線量の評価については Hp（10）を用
いる．

3.3.4　組織吸収線量から実用量への換算
3.3.1 で述べたようにβ線の吸収線量と線量当量は式

（9）により簡単に換算できる．しかし一般的に標準的
な量として供給されている量は，入射方向 0°，ICRU4

					     （5）

線質係数 Q は水中における線エネルギー付与 L（LET，
linear energy transfer）に対する吸収線量分布 DL を用
いて次式で定められる．

					     （6）

線エネルギー付与とは放射線が物質中を進むとき，単位
長さあたりに放射線が失うエネルギーであり，通常は
keV μm-1 の単位で表される．β線，X 線，γ線などの
放射線が低 LET 放射線に分類され，α線や重イオン線，
中性子などが高 LET 放射線に分類される．Q（L）は

					     （7）

である．これらをまとめると線量当量 H は次のように表
される．

					     （8）

低 LET 放射線であるβ線では L ⁄（keV μm-1）≤ 10 であ
るため Q = 1 Sv Gy-1 となり，式（5）より

					     （9）

が成り立つ．そのため組織吸収線量と線量当量が同じ数
値となる．

3.3.2　環境モニタリングに対する実用量の定義
　ICRU Report 39 及び 51 で，周辺線量当量 H*（d）は「整
列拡張場（全ての放射線が平行かつ均一に入射するよう
な場）が，入射方向に対する ICRU 球の深さ d 地点に生

図 6　�ICRU 球．ICRU4 元素組織（密度 1.0 g cm-3）で構成され
た直径 30 cm の球ファントムである．左が周辺線量当量
H*（d）について，右が方向性線量当量 H'（d,Ω）についての図．

図 7　�ICRU スラブ．ICRU4 元素組織（密度 1.0 g cm-3）で構成
された 15 mm × 30 mm × 30 mm の直方体ファントムで
ある．
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ている．これら眼の水晶体や皮膚への被ばくを管理する
ためには単位 Sv の等価線量ではなく，しきい線量と同
様，単位が Gy の吸収線量を用いるのがより適切である
と考えられる．

3.5　ICRU Report 95 にて提唱された実用量 8）

表 5 に ICRU Report 95 にて提唱された新実用量の分
類を示す．新実用量の定義では ICRU 球，及び ICRU ス
ラブは用いられない．実効線量の評価に関する実用量に
は周辺線量と個人線量があり，防護量の計算と同様の人
体ファントム（図 5）を用いて定義されている．等価線
量の評価に関する実用量は眼の水晶体と皮膚それぞれに
対し，より詳細なファントムを用いて計算された吸収線
量で定義されている．

元素組織における深さ 0.07 mm 地点での組織吸収線量 
Dt （0.07;0）である．そのため入射角度や深さが変化した
条件における実用量を導出するための換算係数が必要と
なる．そこで ISO 6980-3 には，深さ 0.07 mm 地点での
方向性線量当量 H'（0.07, Ω）及び個人線量当量 Hp（0.07），
深さ 3 mm 地点での方向性線量当量 H'（3,Ω）及び個人線
量当量 Hp（3）への換算係数（単位 Sv Gy-1）が掲載され
ている 25）．

3.4　現在の実用量の課題 8）

3.4.1　ファントムを用いたシミュレーションの精度
現在の実用量は ICRU 球や ICRU スラブを用いて定義

されている．しかし ICRU 球や ICRU スラブは単純な形
状でありシミュレーションの体系構築は容易であるが，
人体評価には十分でない．そのため必ずしも防護量の良
い近似にはなっていない．より防護量に近い実用量を得
るためには詳細な人体ファントムを用いて計算すること
が必要である．シミュレーション技術及び計算機の性能
の向上により近年はこのような計算が可能となってい
る．

3.4.2　高エネルギー帯における換算係数
ICRP Pub. 74 には粒子フルエンスから実用量への換算

係数が掲載されているが，10 MeV を超える高エネルギー
帯での換算係数は掲載されていない 26）．上空や宇宙には
高エネルギーの粒子が存在する．そのため航空機の乗務
員や宇宙飛行士の被ばくを管理するには，より幅広いエ
ネルギー帯での換算係数を計算する必要がある．

3.4.3　確定的影響の評価
水晶体や皮膚の等価線量は確定的影響が起きないよう

に評価及び管理されている．確定的影響とはしきい線量
以下では発生しないような影響のことであり，このしき
い線量は単位Gyで表されている（図8，表4）．しかし現在，
水晶体や皮膚の被ばくは単位 Sv の等価線量で管理され

図 8　�線量に対する確定的影響の発生頻度及び重篤度の例．確定
的影響はしきい線量以下では発生せず，その重篤度は線量
に伴い増加する．しきい線量とは被ばく集団の 1 % に影響
が生じるような線量である．

表 4　各臓器に対するしきい線量の例．数値は文献 10）から引用．

対象 しきい線量（Gy）
白内障 0.5
脱毛 3

皮膚の紅斑 3

表 5　�ICRU Report 95 にて提唱された実用量の分類．現在用いられている実用量の単位は全て Sv であるが，ICRU Report 95 では等
価線量を評価する実用量に関して単位 Gy の吸収線量が用いられている．

評価対象
実用量（単位）

環境モニタリング 個人モニタリング
実効線量 周辺線量 H * （Sv） 個人線量当量 Hp （Sv）

等価線量（眼の水晶体） 方向性水晶体吸収線量 D'lens （Gy） 個人水晶体吸収線量 Dp lens （Gy）
等価線量（皮膚） 方向性局所皮膚吸収線量 D'local skin （Gy） 個人局所皮膚吸収線量 Dp local skin （Gy）
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は放射線照射場のある点における入射粒子フルエンス
Φin と換算係数 d' の積であり，次式で定義される．単位
は Gy である．

					     （14）

ここで Ep は入射放射線のエネルギー，Ω は放射線の入
射角度である．換算係数 d' はエネルギー Ep，入射角度
Ω の放射線に対し，吸収線量 D と入射フルエンス Φsim

の比としてシミュレーションによって求められる．

					     （15）

吸収線量 D の導出において，眼の水晶体に関しては図 9，
体幹部，四肢部，指の皮膚に関しては図 10 に示したファ
ントムを用いる．

3.5.1　実効線量の評価に関する実用量の定義
周辺線量 H* は放射線照射場のある点における入射粒

子フルエンス Φin と換算係数 h* の積であり，次式で定義
される．単位は Sv である．

					     （10）

ここで Ep は入射放射線のエネルギーである．換算係数
h* は，エネルギー Ep の放射線を図 5 の人体ファントム
へ様々な角度から照射した際の実効線量の最大値 Emax

と，入射フルエンス Φsim の比としてシミュレーションに
よって求められる．

					     （11）

個人線量 Hp（は人体表面のある点における入射粒子フ
ルエンス Φin と換算係数 hp（の積であり，次式で定義さ
れる．単位は Sv である．

					     （12）

ここで Ep（は入射放射線のエネルギー，Ω は放射線の入
射角度である．換算係数 hp（はエネルギー Ep，入射角度
Ω の放射線に対し，実効線量 E と入射フルエンス Φsim

の比として，図 5 の人体ファントムを用いたシミュレー
ションによって求められる．

					     （13）

3.5.2　等価線量の評価に関する実用量の定義
方向性水晶体吸収線量 D'lens（Ω），及び方向性局所皮膚

吸収線量 Dlocal skin（Ω）（以下まとめて D'（Ω）と表記する）

図 9　�左が眼球ファントム，右が水晶体吸収線量を計算する際に
用いる人体ファントム．眼球ファントムを人体ファントム
の頭部にはめ込んでシミュレーションを行う．眼球ファン
トムのうち黒色で示されている部分（放射線感受性部分）
で吸収線量を計算し，左右の眼を比較してより大きいほう
の吸収線量を採用する．文献 8）より加工して引用．

図 10　�それぞれ（a）体幹部，（b）四肢部，（c）指を模擬するファントム．ファントム本体は ICRU4 元素組織（体幹部ファントムの
密度 1.0 g cm-3，四肢部ファントム及び指ファントムの密度 1.11 g cm-3）で構成されており，表面が厚さ 2 mm の皮膚（ICRP 
Pub. 89 で定義される 27））で覆われている．（d）体幹部，四肢部，指の各ファントムにおける吸収線量を計算する場所の拡大図．
吸収線量の計算は高さ 50 μm（ファントム表面から深さ 50 μm から 100 μm まで），かつ断面積が 1 cm2 の円柱の領域で行う．
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を通すことによって実用量が得られるよう設計されてい
る．そのため実用量の定義が変更されたことにより，計
測器の再設計，及び現在流通している計測器の入替が必
要となる．その際，現在用いられている線量計と新しい
線量計が混在する期間が存在することになるため，完全
に新しい実用量に移行するためには 20 年ほどを要する
と考えられる．

4．新実用量に係る産総研の取り組み

　実用量の定義が変更されることにより，現在の線量標
準の供給体系の見直しが必要になることが予想される．
産総研では新実用量の測定方法を確立するための研究開
発，及び現在のトレーサビリティ体系の活用方法に関す
る研究開発を行う．

4.1　新実用量の測定方法に係る研究開発
　組織吸収線量は外挿電離箱と呼ばれるβ線測定に特化
した電離箱を用いて測定される．新実用量についても外
挿電離箱を用いた同様の測定原理に基づいて測定ができ
ると考えられる．外挿電離箱による吸収線量の測定では，
放射線を照射した際に生じる電流値の測定結果をもと
に，電子の質量衝突阻止能比や補正係数などを用いて吸
収線量を決定する．現在供給している組織吸収線量は人
体表面から 0.07 mm 深さの吸収線量として定義されてい
る．しかし局所皮膚吸収線量や水晶体吸収線量の定義が
変わると質量衝突阻止能比などの量が変化するため，新
たに導出し直す必要がある．たとえば電子の質量衝突阻
止能比は，シミュレーション計算により求めた電子のエ
ネルギー分布から導出する方法が知られている 28）．

4.2　現在のトレーサビリティ体系の活用に係る研究開発
現在β線の線量標準として産総研からは組織吸収線量

を供給している．式（9）で示した通り，現在用いられて
いる実用量は組織吸収線量に 1 Sv Gy-1 を乗じることで
容易に得られる．しかし ICRU Report 95 にて実用量の
定義が変更されることにより，この供給量と実用量の関
係が変化すると考えられる．産総研として，我々が供給
する組織吸収線量と新実用量の関係を明らかにする必要
がある．そこで現在β線組織吸収線量標準を供給してい
る 90Sr，85Kr 及び 147Pm によるβ線場について，4.1 で開
発した方法によって新実用量の測定を行い組織吸収線量
と比較する．

次に個人線量計などの一般の線量計に対して標準β線
場における測定を行い，線量計毎のレスポンスの違いを

個人水晶体吸収線量 Dp lens，及び個人局所皮膚吸収線
量 Dp local skin（以下まとめて Dp と表記する）は人体表面
のある点における入射粒子フルエンス Φin と換算係数 dp

の積であり，次式で定義される．単位は Gy である．

					     （16）

ここで Ep は入射放射線のエネルギー，Ω は放射線の入
射角度である．換算係数 dp はエネルギー Ep，入射角度
Ω の放射線に対し，吸収線量 D と入射フルエンス Φsim

の比としてシミュレーションによって求められる．

					     （17）

吸収線量 D の導出には，方向性吸収線量と同様に図 9 及
び図 10 のファントムを用いる．

3.6　新実用量の課題
3.6.1　β 線の吸収線量の評価 

ICRU Report 95 に掲載されている換算係数はファン
トムが真空中にあるとして計算された値である．しかし
実際の測定は真空中ではなく空気中で行われる．光子や
中性子は空気とはあまり反応しないため，この違いは大
きな問題にはならない．一方電子の流れであるβ線は大
気圧程度の空気に対しても頻繁に相互作用を行うため，
ICRU Report 95 の換算係数をそのまま用いることはで
きない．そのためβ線の水晶体吸収線量や局所皮膚吸収
線量を評価するためには空気中の条件におけるシミュ
レーションや実測を行う必要がある．

3.6.2　安全性の確保 
放射性同位元素等規制法では一定の期間における実効

線量や等価線量の限度値によって被ばく量が管理されて
いる．現行の実用量は防護量を過大評価するため，実用
量の値をそのまま用いて防護量を推定しても安全側の評
価になると見なすことができる．しかし ICRU Report 
95 で提唱された実用量の換算係数は防護量の換算係数と
ほぼ等しいため，過大評価に十分な余白がない．また実
際の測定には不確かさが伴う．そのため安全性を確保す
るには実用量から推定した防護量を放射線管理において
どのように扱うか，関係者間で十分に議論を重ねる必要
がある．

3.6.3　線量計の更新 8）

線量計は実用量を表示するか，もしくは読み取り装置
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懸念されており，またβ線に関しては ICRU Report 95
に掲載されている換算係数をそのまま用いることができ
ないといった課題も存在する．これらβ線の校正手法に
関してはドイツが先行して研究を進めている．産総研に
おいても日本国内の線量標準の供給体系を確立できるよ
う，各関係機関の協力のもと研究開発を進める必要があ
る．
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